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(注) 1．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

3．従業員数は就業人員数を記載しております。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第81期

第３四半期 
連結累計期間

第82期
第３四半期 
連結累計期間

第81期
第３四半期 
連結会計期間

第82期 
第３四半期 
連結会計期間

第81期

会計期間

自 平成20年
  ４月１日
至 平成20年
  12月31日

自 平成21年
  ４月１日
至 平成21年
  12月31日

自 平成20年
  10月１日
至 平成20年
  12月31日

自 平成21年 
  10月１日 
至 平成21年 
  12月31日

自 平成20年
  ４月１日
至 平成21年
  ３月31日

売上高 (千円) 5,572,877 4,375,428 1,663,727 1,482,285 7,007,919

経常利益 (千円) 218,363 93,558 35,847 92,810 220,215

四半期(当期)純利益又は 
四半期純損失(△)

(千円) 9,063 35,791 △ 3,859 22,163 45,867

純資産額 (千円) ― ― 2,094,790 2,081,408 2,003,418

総資産額 (千円) ― ― 5,456,184 5,275,866 4,865,045

１株当たり純資産額 (円) ― ― 42.82 43.35 41.98

１株当たり四半期 
(当期)純利益又は 
四半期純損失(△)

(円) 0.25 0.98 △ 0.11 0.60 1.25

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 28.8 30.1 31.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 267,640 362,806 ― ― 260,066

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 2,380 △ 133,045 ― ― △ 121,142

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 24,889 28,919 ― ― △ 66,917

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 467,712 486,174 224,909

従業員数 (名) ― ― 534 450 562

― 2 ―



当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

また、主な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

平成21年12月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

  

平成21年12月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

従業員数(名) 450〔48〕

(2) 提出会社の状況

従業員数(名) 100〔17〕
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当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) 1．記載金額は製造原価であります。 

2．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
  

当社グループは、受注生産は行っておりません。 
  

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) 1．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

2．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
前第３四半期連結会計期間については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は、前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりま

せん。 
  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

産業資材事業 1,419 △ 87.2

マット事業 361,328 △ 9.3

食品事業 277,668 △ 35.2

水産事業 16,225 11.7

合計 656,642 △ 23.0

(2) 受注実績

(3) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

産業資材事業 186,998 △ 4.4

マット事業 579,898 5.1

食品事業 594,989 △ 17.3

水産事業 16,742 △ 26.1

ホテル・レストラン事業 89,191 △ 44.1

その他事業 14,464 △ 3.4

合計 1,482,285 △ 10.9

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱ジェータックス ― ― 189,879 12.8

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

  

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、経済対策による景気回復の兆しが一部に見られる

もののデフレや金融資本市場の変動の影響など企業収益及び個人消費の低迷が続き依然として厳しい状

況で推移致しました。 

このような状況のもと、当社グループは各事業における収益性改善・強化を図るとともにマット事業

や食品事業では生産数量及びコストの見直しを行い、業績及び財務体質の改善に取り組みましたが、依

然環境は厳しく低価格競争が激化するなど収益を圧迫しました。その結果、当第３四半期連結会計期間

の売上高は1,482百万円（前年同四半期比10.9％減）、営業利益は91百万円（前年同四半期比21.2％

増）、経常利益は92百万円（前年同四半期比158.9％増）となり、四半期純利益は22百万円（前年同四

半期は3百万円の四半期純損失）となりました。 
  

① 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

（産業資材事業） 

産業用包装資材の米麦用麻袋では早期受注が減少し、麻一般製品でも原料高と消費低迷の影響を受

け、紙袋資材においても樹脂・石油化学メーカー向け市場は回復傾向にあるものの減収となりました。

その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は186百万円となり、前年同四半期に比し8百万円（前年

同四半期比4.4％減）の減収となり、営業損失は6百万円（前年同四半期は2百万円の営業利益）となりま

した。 
  

（マット事業） 

自動車用フロア－マットでは国内の減税効果によりエコカーなどを中心に一部車種が回復し、海外に

おいても各国の経済対策により、中国、中東諸国向けでは需要の増加となりました。その結果、当第３

四半期連結会計期間の売上高は579百万円となり、前年同四半期に比し27百万円（前年同四半期比5.1％

増）の増収となり、生産コストの見直しを図った結果、営業利益は91百万円と58百万円（前年同四半期

比179.4％増）の増益となりました。 
  

（食品事業） 

パスタでは原材料価格の下落が販売価格の低下を招き、さらにデフレを背景にした低価格競争やユー

ロ圏以外からの輸入品との販売競争が激化しました。また、レトルト製品は堅調に推移しましたが、ト

マト缶・オリーブ油等の輸入品は円高によって原価が下がり減収傾向となりました。その結果、当第３

四半期連結会計期間の売上高は594百万円となり、前年同四半期に比し124百万円（前年同四半期比

17.3％減）の減収となり、営業利益は29百万円と14百万円（前年同四半期比33.6％減）の減益となりま

した。 
  

（水産事業） 

景気低迷の影響を受け鮎の需要は減少し相場は大幅に下落、子持ち鮎・冷凍鮎の販売低迷も重なり減

収となりました。その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は16百万円となり、前年同四半期に比

し5百万円（前年同四半期比26.1％減）の減収となり、営業損失は9百万円（前年同四半期は0百万円の営

業利益）となりました。 
  

（ホテル・レストラン事業） 

宿泊部門では節約志向や景気の低迷により地域経済の回復はまだまだ厳しく、料飲部門・宴会部門に

おいても大幅な減収となりました。その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は89百万円となり、

前年同四半期に比し70百万円（前年同四半期比44.1％減）の減収となり、営業損失は11百万円（前年同

四半期は2百万円の営業損失）となりました。 
  

（その他事業） 

ゴルフ関連工事などで当第３四半期連結会計期間の売上高は14百万円となり、前年同四半期に比し0百

万円（前年同四半期比3.4％減）の減収となり、営業損失は2百万円（前年同四半期は1百万円の営業損

失）となりました。 
  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析
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②所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

（日本） 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、経済対策による景気回復の兆しが一部に見られる

もののデフレや金融資本市場の変動の影響さらに円高など企業収益及び個人消費の低迷が続き依然とし

て厳しい状況で推移致しました。 

マット事業ではエコカー減税効果や中国向け自動車販売市場が回復し増収となったものの、景気低迷

とデフレの進行により、産業資材事業では米麦用麻袋の受注が減少し、食品事業では低価格競争が激化

し、水産事業、ホテル・レストラン事業においても大幅な減収となりました。 

その結果、売上高は1,171百万円と前年同四半期に比し50百万円（前年同四半期比4.1％減）の減収と

なり、営業利益は51百万円と前年同四半期に比し4百万円（前年同四半期比8.4％減）の減益となりまし

た。 

（東南アジア） 

海外のマット事業では世界的な自動車販売市場の不振で始まり、各国の経済対策や在庫調整の一巡に

より自動車販売市場は回復傾向となりました。その結果、売上高は310百万円と前年同四半期に比し131

百万円（前年同四半期比29.7％減）の減収となりましたが、急激な市場の変化に伴い経費削減や雇用・

生産調整などコスト体質の改善に努めたことにより、営業利益は36百万円と前年同四半期に比し15百万

円（前年同四半期比73.1％増）の増益となりました。 

  

当第３四半期連結会計期間末における総資産は5,275百円、前連結会計年度末と比較して410百万円の

増加となりました。主な要因は、流動資産では現金及び預金の増加261百万円、受取手形及び売掛金の

増加236百万円、固定資産では投資その他の資産の増加24百万円であります。 

当第３四半期連結会計期間末における負債は3,194百万円、前連結会計年度末と比較して332百万円の

増加となりました。主な要因は、流動負債では支払手形及び買掛金の増加332百万円、１年内償還予定

の社債の償還150百万円、１年内返済予定の長期借入金の減少677百万円、固定負債では社債の発行によ

る増加150百万円、長期借入金の増加691百万円であります。 

当第３四半期連結会計期間末における純資産は2,081百万円、前連結会計年度末と比較して77百万円

の増加となりました。この結果、自己資本比率は30.1%となりました。 

  

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第２四半期連

結会計期間末に比べ262百万円増加し、486百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比べ80百万円増

加し245百万円の収入となりました。これは、税金等調整前当期純利益の計上、売上債権の増加による支

出、仕入債務の増加による収入等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比べ22百万円増

加し、57百万円の支出となりました。これは、主として投資有価証券の取得による支出額の減少による

ものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比べ13百万円減

少し、81百万円の収入となりました。これは、主として前年同四半期に短期借入金の純増加があったこ

と及び長期借入金の増加による収入によるものであります。 

  

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等(旧会社法施行規則第127条各号に掲げる事項)は次の通りです。 
  

(2) 財政状態の分析

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題
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当社は、上場会社として、当社の株式について株主、投資家の皆様による自由な取引が認められて

いる以上、当社の株式に対する大量の買付行為又はその提案がなされた場合においても、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益に資するものであればこれを否定するものではなく、最終的には株主の

皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。 

しかし、当社グループの事業は、産業資材事業、マット事業、食品事業、水産事業、ホテル・レス

トラン事業等、幅広く展開しており、当社の経営に当たっては、専門的な知識と経験の他、当社の企

業理念及び企業価値の様々な源泉、並びに国内外顧客・従業員及び取引先等のステークホルダーとの

信頼関係を十分に理解することが不可欠です。 

従いまして、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、これらを

十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければ

ならないと考えております。 

逆に言えば、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがあるなど、濫用的な買付

等を行う買付者及び買付提案者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であ

り、このような買付に対しては、当社は必要かつ相当な対応策をとることにより、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。 

具体的には、大量買付行為のうち、当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益を明白に侵害す

るおそれのあるもの、強圧的二段階買付等、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがある

もの、買付に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を当社に与えることなく行われるも

の、買付内容を判断するために合理的に必要とされる情報を株主の皆様に十分に提供することなく行

われるもの、買付の条件等（対価の価額・種類、買付の時期、買付の方法の適法性等）が当社の企業

価値に鑑み不十分または不適当であるもの等は、当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益に資

さないものと判断いたします。 

よって、当社は、当社株式に対する買付が行われた際に、買付に応じるか否かを株主の皆様が判断

し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様の

ために買付者と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反

する買付行為を抑止するための枠組みが必要であると考えます。 
  

当社グループは、当社の経営の基本方針に従い、これまで進めてまいりました中期経営計画を引き

続き継続するとともに、積極的な経営を断行することにより持続的成長を実現させていきます。 

当社の経営の基本方針は、「産業は公共の福祉をはかれをモットーとする」であり、この基本方針

を実現するために、「魅力ある商品で、お客様に豊かな生活を提供する」、「自然環境を保護し、地

球と共存する」、「時代を先取りし、世界の市場に貢献する」、「人間性を尊重し、活力・魅力ある

企業をつくる」ことを目指しております。 

中長期的な経営戦略としましては、産業資材事業、マット事業、食品事業をコアとし、「新商品の

拡販」、「新規販路の拡大」、「財務体質の強化」を目標とし、中期経営計画を策定し、組織のスリ

ム化による時代の変化への機動的な対応やコスト削減による収益力の強化、利益体質への転換に取り

組んでまいります。 

具体的には、 

・産業資材事業につきましては、主力の包装容器の販売強化に加えて輸送形態の変化に対応できるよ

うに産業資材全般の取扱を積極的に進めると同時に、黄麻製品の特色を生かしたエコ・災害対策用

資材市場等の新分野への進出を図ってまいります。 

・マット事業につきましては、消費者ニーズに対応した特色ある機能商品の提供により収益を確保し

てまいります。 

・食品事業につきましては、パスタ類の拡販に加え、レトルトソースの販売強化に傾注するととも

に、市場ニーズに対応した商品を積極的に展開してまいります。 

さらに、その推進体制としては商品の開発・生産を推進する「事業部制」と国内をブロックに分割

して地域密着型の営業を行う「支店制度」が確立しており、販売と生産がバランス良くかみ合う推進

体制により、高い競争力の実現と収益力確保をめざしてまいります。 

海外事業におきましては、いち早くタイ国に拠点をつくり、現在では東南アジア地区をはじめ、中

国、中東諸国等に販路を拡大しております。また、海外事業の成長が国内事業の発展にもつながる体

制が構築され、海外での情報を独自性と競争力をもつ商品開発に生かすとともに、今後さらに国内に

おける海外企業との競争激化が予想されるなか、当社の海外商品戦略を強力に推進してまいります。

①基本方針の内容

②当社基本方針の実現に資する特別な取組み
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このように当社は、顧客に対して高いブランド価値に基づいた商品の提案を長年にわたり積み重ね

てきたことが、現在の企業価値の源泉になっており、企業文化の継続・発展が当社グループの企業価

値ひいては株主共同の利益を最大化することにつながると考えております。今後も、中長期的な目標

を見据えた堅実な経営を基本としながら、経営資源の配分の見直しや戦略的投資を行い、より競争力

を高め企業の成長を推進してまいります。 

また、当社はコンプライアンス体制の充実が社会全体からますます求められており、これを経営上

の重要課題と認識し、内部統制システムの体制強化をはかることにより、顧客や株主の皆様はもとよ

り社会全体から高い信頼を得るように努めてまいります。 

上記取組みを着実に実行することで、当社の持つ経営資源を有効に活用するとともに、様々なステ

ークホルダーとの良好な関係を維持・発展させることが、当社及び当社グループの企業価値ひいては

株主共同の利益の向上に資することができると考えております。 
  

当社は、平成21年５月13日開催の取締役会において、「当社株式の大量買付行為に関する対応策

（買収防衛策)」（以下、「本プラン」といいます。）の導入について決議し、発効いたしました。

この際、本プランの重要性に鑑み、平成21年６月26日開催の当社第81期定時株主総会に議案とさせて

いただき、株主の皆様のご承認をいただきました。 

本プランは、仮に当社株式に対する買付その他これに類似する行為またはその提案（以下、総称し

て「買付」といいます。）が行われた場合、買付を行う者またはその提案者（以下、総称して 「買

付者」といいます。）に対し、遵守すべき手続を明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために必

要かつ十分な情報および時間ならびに買付者との交渉の機会の確保をしようとするものであります。

当社は、本プランにより、当社基本方針に照らして、当社の企業価値および株主の皆様の共同の利

益を明白に侵害するおそれのある買付者によって、当社の財務および事業の方針の決定が支配される

ことを防止し、当社の企業価値が毀損され、株主の皆様にとって不本意な形で不利益が生じることを

未然に防止しようとするものであります。 

本プランは、買付者が当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上と

なる買付または当社が発行者である株券等について、公開買付に係る株券等の株券等所有割合および

その特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付のいずれかにあたる買付（以下、

「対象買付」といいます。）を行った場合に、新株予約権の無償割当て、または法令および当社定款

に照らして採用することが可能なその他の対抗措置（以下、単に「その他の対抗措置」ということが

あります。）を行うか否かを検討いたします。 

当社取締役会は、対象買付がなされたときまたはなされる可能性がある場合、速やかに当社取締役

会から独立した特別委員会を設置いたします。この特別委員会は、当社取締役会から独立して本プラ

ンの発動および不発動に関し、審議・決定いたします。 

当社株式について買付が行われる場合、当社は、当社取締役会が不要と判断した場合を除き、対象

買付を行う買付者には、買付の実行に先立って、当社取締役会に対して、買付者の買付内容の検討に

必要な情報を記載したうえ、買付者が買付に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等

を記載した書面（以下、「意向表明書」といいます。）を提出していただきます。 

その後、特別委員会は、買付者からの意向表明書および要求する情報、ならびに当社取締役会から

の意見・資料・情報等を受領し、買付者と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集、ならびに買

付者の買付内容と、当社取締役会が提示する代替案の検討および比較等を行います。 

特別委員会は、特別委員会の判断が当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益に資するものと

なるように、当社の費用により、フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士等の専門家な

ど、独立した第三者の助言を得ることができるものといたします。 

また、特別委員会の判断の透明性を高めるため、同委員会は、意向表明書の概要、買付者の買付内

容に対する当社取締役会の意見、当社取締役会から提示された代替案の概要その他特別委員会が適切

と判断する事項について、株主の皆様に対し速やかに情報開示を行います。 

当社は、買付者が本プランに定める手続を遵守しない場合、あるいは遵守した場合であっても買付

者による買付が当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす恐れのある買付であ

るなど、新株予約権の無償割当てその他の対抗措置を行うことが相当と認められる場合、特別委員会

の勧告に基づき、当社取締役会が対抗措置の発動および不発動を決定いたします。 

この新株予約権は、当社取締役会が定める一定の日（以下、「割当基準日」という。）における当

社の最終の株主名簿に記録をされた株主に対し、その所有する当社株式（ただし、当社の有する自己

株式を除く。）１株につき新株予約権１個の割合で、新株予約権を割当ていたします。 

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み
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新株予約権の目的である株式の数（以下、「対象株式数」という。）は１株であり、新株予約権の

行使に際して出資される財産は、金銭とし、金１円で、新株予約権無償割当て決議において当社取締

役会が決定する金額に対象株式数を乗じた価額といたします。その際、一定の買付者等による権利行

使が認められないという行使条件および当社が当該買付者等以外の者から当社株式１株と引き換えに

新株予約権１個を取得する旨の取得条項が付されております。 

本プランの有効期間は、平成21年６月26日開催の当社第81期定時株主総会での承認可決の日から、

平成24年３月期に係る定時株主総会の終結の時までの約３年間とします。ただし、本プランの有効期

間の満了前であっても、取締役会の決議によって本プランを廃止することができます。 

また、当社は、当社の企業価値および株主の皆様の共同利益の維持・向上を図る観点から、当社取

締役会の決議により、本プランの有効期間中、定時株主総会で承認いただいた本プランの趣旨に反し

ない範囲内で、本プランの見直し等を行うことがあります。しかし、本プランの有効期間中であって

も、見直し等の範囲を超える重要な変更が必要になった場合は、当社株主総会において株主の皆様の

ご承認を得て本プランの廃止または変更を行うことがあります。 

本プランは、新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主および投資家の皆様に直接的

な影響が生じることはありません。 

当社取締役会が本新株予約権無償割当ての決議において別途定める一定の日における株主の皆様に

対し、保有する株式１株につき１個の割合で本新株予約権が無償で割当てられます。株主の皆様は、

無償割当ての効力発生日において、当然に新株予約権者となりますので、申込みの手続等は不要で

す。 

そして、当社が、当社取締役会の決定により、新株予約権の行使条件のもと、新株予約権を行使す

ることができない買付者（以下、「行使制限買付者」といいます。）以外の株主の皆様から本新株予

約権を取得し、それと引き換えに当社株式を交付する場合、行使制限買付者以外の株主の皆様は、本

新株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払込をすることなく、当社株式を受領することとなる

ため、保有する当社株式の希釈化は生じません。 

当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、当社は、法定の手続に従い、当社取

締役会が別途定める日をもって本新株予約権を取得し、これと引き換えに株主の皆様に当社株式を交

付いたします。なお、この場合、かかる株主の皆様には、別途ご自身が行使制限買付者でないこと等

についての表明書面等を当社所定の書式によりご提出いただく場合があります。 
  

前記②に記載した当社基本方針の実現に資する特別な取組みおよびそれに基づく様々な施策は、当

社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定された

ものであり、当社の基本方針に沿うものです。 

また、本プランは、前記③に記載のとおり、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる

目的をもって導入されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主総会

において株主の承認を得た上で導入されたものであること、その内容として合理的な客観的発動要件

が設定されていること、弁護士・大学教授・公認会計士等の社外有識者から構成される特別委員会が

設置されており、本プランの発動に際しては必ず特別委員会の判断を経ることが必要とされているこ

と、特別委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができるとされていること、有効期間

を約３年間に限定している上、取締役会により、何時でも廃止できるとされていることなどにより、

その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値ひいては株主共同の利益に資

するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

  

該当事項はありません。 

  

当社グループを取り巻く環境は依然厳しく、世界的金融危機により生じる株安、円高傾向により、日

本経済は先行きに期待が持てず、デフレの進行など景気は後退を続けるものと予想されます。 

このような状況のもとで、当社グループは各事業における収益性改善・強化に加え、業績および財務

体質の改善を図るとともに、マット事業、食品事業を強化し新規商品の開発に努める所存であります。

また、円高傾向による為替懸念はありますが、マット事業では自動車メーカーの在庫調整の一巡によ

る生産増に伴い、カーマットの販売増加が予想されることから生産の効率を高めて供給の確保を図りま

す。食品事業では消費者の節約志向による販売価格の低下等が予想され、当初の計画を見直し利益確保

を図ります。ホテル事業では事業を集約し、隣接する倉庫等の事業再開発を検討しております。 

④具体的な取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

(5) 研究開発活動

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し
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当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平21年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,733,201 36,733,201
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 36,733,201 36,733,201 ― ―

(注) 現物出資 日付 ：昭和25年12月９日 評価額 ：19,000千円

出資物件 ：土地建物什器備品等 発行株式数：380,000株

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 

(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 

(千円)

平成21年10月１日～ 
平成21年12月31日

― 36,733,201 ― 1,836,660 ― 17,380

(5) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成21年９月30日)に基づく株主名簿による記載を

しております。 

平成21年９月30日現在 

 
(注)「完全議決権株式(その他)」欄には証券保管振替機構名義の株式が10,000株及び名義人以外から株券喪失登録のあ

った株式1,000株が含まれております。また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権

の数10個及び名義人以外から株券喪失登録のあった株式に係る議決権の数1個が含まれております。 

  

平成21年９月30日現在 

 
  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 50,000 ―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)  普通株式 36,487,000 36,487 同上

単元未満株式  普通株式 196,201 ― 同上

発行済株式総数 36,733,201 ― ―

総株主の議決権 ― 36,487 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本製麻株式会社

兵庫県神戸市中央区海岸通８番 50,000 ― 50,000 0.14

計 ― 50,000 ― 50,000 0.14

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 43 42 47 51 44 40 35 32 33

最低(円) 22 31 35 37 39 31 29 25 28
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

３ 【役員の状況】

(1) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏  名 異動年月日

取 締 役 副 社 長
専 務 取 締 役 網 本 健 二 平成21年７月１日

(経営企画推進統括役)

常 務 取 締 役 取   締   役
関  恒 一 郎 平成21年７月１日(営業統括本部本部長 

兼名古屋支店長)
(産業資材事業部、ボルカノ食品
事業部営業統括兼支店統括)

取   締   役 取   締   役
池 田 明 穂 平成21年７月１日

(管理本部兼経理部長) (経 理 部 長)

取   締   役 取   締   役
道 本 清 春 平成21年７月１日

(管理本部兼総務部長) (総 務 部 長)

取   締   役 取   締   役
黒 神 直 久 平成21年７月１日(営業統括本部兼産業 

資材事業部本部長)
(産業資材事業部本部長)

取   締   役 取   締   役
澤 野   正 平成21年７月１日(営業統括本部兼ボルカノ 

食品事業部本部長)
(ボルカノ食品事業部本部長)

― 13 ―



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31

日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、なぎさ監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について

― 14 ―



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 496,677 235,411

受取手形及び売掛金 ※２, ※４  1,029,567 ※２, ※３  792,891

商品及び製品 355,689 361,039

仕掛品 141,154 181,734

原材料及び貯蔵品 239,505 344,259

繰延税金資産 51,867 36,211

その他 58,183 31,609

貸倒引当金 △3,243 △3,249

流動資産合計 2,369,401 1,979,907

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１  876,779 ※１  904,648

土地 1,449,648 1,446,210

その他（純額） ※１  263,575 ※１  240,770

有形固定資産合計 2,590,004 2,591,629

無形固定資産 9,282 10,909

投資その他の資産   

その他 430,938 422,761

貸倒引当金 △123,761 △140,162

投資その他の資産合計 307,177 282,599

固定資産合計 2,906,464 2,885,138

資産合計 5,275,866 4,865,045

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※４  1,023,035 690,872

短期借入金 60,000 32,000

1年内償還予定の社債 － 150,000

1年内返済予定の長期借入金 ※５  219,368 ※５  896,512

未払法人税等 20,786 57,620

賞与引当金 17,760 36,770

その他 366,818 322,026

流動負債合計 1,707,768 2,185,800

固定負債   

社債 150,000 －

長期借入金 ※５  1,067,265 375,560

退職給付引当金 213,089 236,796

長期預り保証金 51,054 56,230

その他 5,280 7,240

固定負債合計 1,486,689 675,826

負債合計 3,194,458 2,861,627
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,836,660 1,836,660

資本剰余金 17,380 17,380

利益剰余金 △176,580 △212,371

自己株式 △4,505 △4,453

株主資本合計 1,672,955 1,637,215

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △16,900 △19,057

為替換算調整勘定 △65,693 △78,025

評価・換算差額等合計 △82,594 △97,082

少数株主持分 491,047 463,285

純資産合計 2,081,408 2,003,418

負債純資産合計 5,275,866 4,865,045
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 5,572,877 4,375,428

売上原価 4,083,810 3,195,176

売上総利益 1,489,066 1,180,252

販売費及び一般管理費 ※  1,226,818 ※  1,012,863

営業利益 262,248 167,388

営業外収益   

受取利息 1,672 3,078

受取配当金 1,476 871

その他 8,349 7,752

営業外収益合計 11,497 11,703

営業外費用   

支払利息 27,749 26,339

シンジケートローン手数料 8,584 40,090

為替差損 11,308 6,850

その他 7,740 12,253

営業外費用合計 55,382 85,533

経常利益 218,363 93,558

特別利益   

固定資産売却益 768 －

投資有価証券売却益 7,500 －

貸倒引当金戻入額 2,835 2,800

特別利益合計 11,104 2,800

特別損失   

固定資産売却損 273 －

固定資産除却損 － 1,121

減損損失 19,134 －

投資有価証券評価損 － 17,899

会員権評価損 － 3,500

会員権売却損 2,000 450

退職給付会計基準変更時差異の処理額 89,513 －

関係会社株式売却損 2,520 －

特別損失合計 113,442 22,970

税金等調整前四半期純利益 116,025 73,389

法人税、住民税及び事業税 95,859 20,202

法人税等調整額 △14,288 △5,143

法人税等合計 81,570 15,059

少数株主利益 25,391 22,538

四半期純利益 9,063 35,791
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高 1,663,727 1,482,285

売上原価 1,215,641 1,049,981

売上総利益 448,085 432,303

販売費及び一般管理費 ※  372,728 ※  341,000

営業利益 75,357 91,302

営業外収益   

受取利息 757 826

受取配当金 17 15

為替差益 △18,180 －

受取保険金 － 381

その他 3,744 658

営業外収益合計 △13,661 1,881

営業外費用   

支払利息 9,115 8,569

シンジケートローン手数料 2,871 －

為替差損 11,308 △11,444

その他 2,552 3,249

営業外費用合計 25,848 374

経常利益 35,847 92,810

特別利益   

固定資産売却益 768 －

貸倒引当金戻入額 2,835 △776

特別利益合計 3,604 △776

特別損失   

固定資産売却損 △4 －

固定資産除却損 － 695

投資有価証券評価損 － 17,899

会員権評価損 － 3,500

退職給付会計基準変更時差異の処理額 △1,368 －

特別損失合計 △1,372 22,094

税金等調整前四半期純利益 40,824 69,939

法人税、住民税及び事業税 15,647 15,132

法人税等調整額 18,262 16,117

法人税等合計 33,909 31,249

少数株主利益 10,774 16,526

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,859 22,163
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 116,025 73,389

減価償却費 110,418 96,361

減損損失 19,134 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 17,899

投資有価証券売却損益（△は益） △7,500 －

会員権評価損 － 3,500

会員権売却損益（△は益） 2,000 450

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,401 △2,800

賞与引当金の増減額（△は減少） △14,196 △19,010

退職給付引当金の増減額（△は減少） 68,696 △26,396

受取利息及び受取配当金 △3,148 △3,950

支払利息 27,749 26,339

関係会社株式売却損益（△は益） 2,520 －

固定資産売却損益（△は益） △494 －

固定資産除却損 － 1,121

売上債権の増減額（△は増加） 95,022 △229,598

たな卸資産の増減額（△は増加） △32,332 166,502

仕入債務の増減額（△は減少） △13,387 326,877

その他 △20,795 5,453

小計 366,112 436,135

利息及び配当金の受取額 3,148 3,928

利息の支払額 △21,685 △20,709

法人税等の支払額 △79,935 △56,548

営業活動によるキャッシュ・フロー 267,640 362,806

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △42,102 △85,368

有形固定資産の売却による収入 1,009 －

投資有価証券の取得による支出 △66,276 △49,465

投資有価証券の売却による収入 15,000 －

貸付金の回収による収入 － 6,028

会員権の売却による収入 － 1,650

関係会社株式の売却による収入 110,000 －

預り保証金の受入による収入 － 69

預り保証金の返還による支出 △14,640 △6,045

その他 △610 85

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,380 △133,045

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 60,000 28,000

長期借入れによる収入 100,000 1,030,000

長期借入金の返済による支出 △134,603 △1,015,439

社債の発行による収入 － 146,011

社債の償還による支出 － △150,000

少数株主への配当金の支払額 － △8,738

リース債務の返済による支出 － △862

その他 △506 △51

財務活動によるキャッシュ・フロー 24,889 28,919

現金及び現金同等物に係る換算差額 △36,033 2,585

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 258,876 261,265

現金及び現金同等物の期首残高 208,835 224,909

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  467,712 ※  486,174
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該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

   

該当事項はありません。 
  

 

   

【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 3,318,979千円

※２ 受取手形割引高 180,696千円

 ３                   ―――

※４ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理  

※１ 有形固定資産減価償却累計額 3,236,263千円

※２ 受取手形割引高 219,550千円

※３ 受取手形裏書譲渡高 570千円

  ４                ―――

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が当四半期連結会計期間末残高に含まれておりま

す。

   受取手形 5,141千円

   支払手形 78,183千円

※５ 財務制限条項

当第３四半期連結会計期間末の借入金のうち、長期

借入金750,000千円(１年内返済予定の長期借入金

106,500千円を含む)には、以下の内容の財務制限条項

が付されております。

① 連結及び単体の各決算期末における経常損益をいず

れも２期連続で損失としないこと。

② 連結及び単体の各決算期末における純資産を、直近

決算期末の純資産の70％以上に維持すること。

③ 単体の各決算期末における有利子負債の合計金額

が、営業損益に受取利息、受取配当金及び減価償却

費を加算した金額を10倍した金額を２期連続で上回

らないこと。

※５ 財務制限条項

当連結会計年度末の借入金のうち、１年以内に返済

予定の長期借入金746,400千円には、以下の内容の財務

制限条項が付されております。

① 連結及び単体の各決算期末(中間決算を除く)におけ

る経常損益をいずれも２期連続で損失としないこ

と。

② 連結及び単体の各決算期末(中間決算を除く)におけ

る自己資本を、直近決算期末の自己資本の70％以上

に維持すること。

③ 単体の各決算期末(中間決算を除く)における有利子

負債の合計金額が、営業損益、受取利息、受取配当

金及び減価償却費を加算した金額を10倍した金額を

２期連続で上回らないこと。

 ６ 保証債務

従業員の金融機関からの借入金に対する保証460千

円を行っております。

 ６ 保証債務

従業員の金融機関からの借入金に対する保証704千

円を行っております。
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１

日 至 平成21年12月31日) 

１．発行済株式に関する事項 

 
  

２．自己株式に関する事項 

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

※  販売費及び一般管理費の主なもの

販売手数料 64,231千円

運賃諸掛 234,242千円

貸倒引当金繰入額 18,822千円

旅費交通費 45,893千円

役員報酬 69,316千円

給料賃金雑給 345,896千円

賞与引当金繰入額 14,076千円

退職給付費用 △ 3,082千円  

※  販売費及び一般管理費の主なもの

販売手数料 48,792千円

運賃諸掛 203,179千円

旅費交通費 38,781千円

役員報酬 68,427千円

給料賃金雑給 295,699千円

賞与引当金繰入額 10,470千円

退職給付費用 2,318千円

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

※  販売費及び一般管理費の主なもの

販売手数料 19,140千円

運賃諸掛 69,921千円

貸倒引当金繰入額 △ 5,902千円

旅費交通費 15,411千円

役員報酬 21,767千円

給料賃金雑給 100,400千円

賞与引当金繰入額 △ 7,567千円

退職給付費用 △ 8,993千円  

※  販売費及び一般管理費の主なもの

販売手数料 17,703千円

運賃諸掛 66,844千円

旅費交通費 11,730千円

役員報酬 23,986千円

給料賃金雑給 96,357千円

賞与引当金繰入額 △ 6,360千円

退職給付費用 1,405千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 468,214千円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 502千円

現金及び現金同等物 467,712千円

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 496,677千円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 10,503千円

現金及び現金同等物 486,174千円

(株主資本等関係)

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 36,733,201

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 50,405
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前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

 
  

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

 
  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

産業資材 

事業 

(千円)

マット 

事業 

(千円)

食品 

事業 

(千円)

水産 

事業 

(千円)

ホテル・ 

レストラン

事業 

(千円)

その他 

事業 

(千円)

計

(千円)

消去又は 

全社 

(千円)

連結

(千円)

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 195,616 551,946 719,102 22,641 159,448 14,972 1,663,727 ― 1,663,727

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ― ― ― 

計 195,616 551,946 719,102 22,641 159,448 14,972 1,663,727 ― 1,663,727

営業利益又は営業損失(△) 2,001 32,605 44,336 650 △2,625 △1,611 75,357 ― 75,357

産業資材 

事業 

(千円)

マット 

事業 

(千円)

食品 

事業 

(千円)

水産 

事業 

(千円)

ホテル・ 

レストラン

事業 

(千円)

その他 

事業 

(千円)

計

(千円)

消去又は 

全社 

(千円)

連結

(千円)

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 186,998 579,898 594,989 16,742 89,191 14,464 1,482,285 ― 1,482,285

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 186,998 579,898 594,989 16,742 89,191 14,464 1,482,285 ― 1,482,285

営業利益又は営業損失(△) △6,720 91,107 29,431 △9,041 △11,446 △2,027 91,302 ― 91,302
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前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

 
  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

 
(注) 1．製品の種類、性質、製造方法等の類似性に照らし、事業区分を行っております。 

2．各事業区分の主要製品 

 
3．会計方針の変更 

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い) 

 当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」(実務対応報告第18号 平成18年５月17日)を適用しております。これにより当第３四半期連結累計期

間の営業利益は、マット事業が2,791千円減少しております。 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

産業資材 

事業 

(千円)

マット 

事業 

(千円)

食品 

事業 

(千円)

水産 

事業 

(千円)

ホテル・ 

レストラン

事業 

(千円)

その他 

事業 

(千円)

計

(千円)

消去又は 

全社 

(千円)

連結

(千円)

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 776,949 1,906,056 2,200,792 169,843 466,427 52,808 5,572,877 ― 5,572,877

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 776,949 1,906,056 2,200,792 169,843 466,427 52,808 5,572,877 ― 5,572,877

営業利益又は営業損失(△) △20,861 171,400 119,958 11,634 △19,621 △261 262,248 ― 262,248

産業資材 

事業 

(千円)

マット 

事業 

(千円)

食品 

事業 

(千円)

水産 

事業 

(千円)

ホテル・ 

レストラン

事業 

(千円)

その他 

事業 

(千円)

計

(千円)

消去又は 

全社 

(千円)

連結

(千円)

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 651,171 1,498,390 1,815,166 117,437 258,437 34,825 4,375,428 ― 4,375,428

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 651,171 1,498,390 1,815,166 117,437 258,437 34,825 4,375,428 ― 4,375,428

営業利益又は営業損失(△) △14,526 158,715 87,489 △22,369 △35,025 △6,894 167,388 ― 167,388

事業区分 主要製品

産業資材事業 黄麻、大型包装資材

マット事業 自動車用品、カーペット、ゴルフマット

食品事業 スパゲッチ、マカロニ、レトルトソース、小麦粉、穀物類

水産事業 養殖鮎

ホテル・レストラン事業 ホテル、レストラン、不動産賃貸業

その他事業 ゴルフ関連工事、ゴルフ用品他
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前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

 
  

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

 
  

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

 
  

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

 
(注) 1．国又は地域の区分の方法及び本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

① 国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

② 本邦以外の区分に属する主な国又は地域……東南アジア：タイ 

2. 会計方針の変更 

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い) 

 当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」(実務対応報告第18号 平成18年５月17日)を適用しております。これにより当第３四半期連結累計期間

の東南アジアの営業利益は2,791千円減少しております。 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】

日本 
(千円)

東南アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1)外部顧客に対する売上高 1,222,004 441,722 1,663,727 ― 1,663,727

 (2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

27,176 195,851 223,027 (223,027) ―

計 1,249,180 637,574 1,886,755 (223,027) 1,663,727

営業利益 56,503 21,298 77,801 (2,444) 75,357

日本 
(千円)

東南アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1)外部顧客に対する売上高 1,171,971 310,313 1,482,285 ― 1,482,285

 (2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

47,951 156,883 204,834 (204,834) ―

計 1,219,922 467,197 1,687,119 (204,834) 1,482,285

営業利益 51,752 36,868 88,621 2,681 91,302

日本 
(千円)

東南アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1)外部顧客に対する売上高 4,052,415 1,520,461 5,572,877 ― 5,572,877

 (2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

118,212 276,958 395,170 (395,170) ―

計 4,170,627 1,797,420 5,968,048 (395,170) 5,572,877

営業利益 141,046 124,931 265,977 (3,729) 262,248

日本 
(千円)

東南アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

 (1)外部顧客に対する売上高 3,523,889 851,539 4,375,428 ― 4,375,428

 (2)セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

153,229 333,930 487,160 (487,160) ―

計 3,677,119 1,185,469 4,862,589 (487,160) 4,375,428

営業利益 117,968 51,493 169,462 (2,073) 167,388
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前第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

   

当第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

   

前第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

   

当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

 
(注) 1．国又は地域の区分の方法及び本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

① 国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

② 本邦以外の区分に属する主な国又は地域……東南アジア：タイ、シンガポール等 

その他：中国、サウジアラビア、アメリカ等 

2．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日) 

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注)  表中の取得原価は、減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、当第３四半期連結会計期間において、減損処理を行い、投資有価証券評価損17,899千円を計上しており

ます。当該有価証券の減損にあたっては、個々の銘柄の時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合に、す

べて減損処理を行っています。 

  

【海外売上高】

東南アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 171,445 150,659 322,104

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 1,663,727

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 10.3 9.1 19.4

東南アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 90,098 112,680 202,779

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 1,482,285

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 6.1 7.6 13.7

東南アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 530,615 469,695 1,000,311

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 5,572,877

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 9.5 8.4 17.9

東南アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 276,157 322,001 598,159

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 4,375,428

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 6.3 7.4 13.7

(有価証券関係)

取得原価(千円)
四半期連結貸借対照表

計上額(千円)
差額(千円)

(1) 株式 89,809 61,452 △ 28,357

(2) 債権 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 89,809 61,452 △ 28,357
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日) 

対象物の種類が通貨関連のデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなってお

り、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められま

す。 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

（通貨関連） 

 
(注) 「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債務に振り当てたデリバティブ取引については、開示の対象

から除いております。 

  

 
(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

(デリバティブ取引関係)

種類 契約額等(千円)
契約額等の

うち１年超(千円)
時価(千円) 評価損益(千円)

為替予約取引

売建

 米ドル 192,600 128,400 189,327 3,272

買建

 米ドル 385,200 256,800 318,483 △ 66,716

合計 △ 63,444

(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

 
１株当たり純資産額 43円 35銭 １株当たり純資産額 41円 98銭

項目
当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)
前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) 2,081,408 2,003,418

普通株式に係る純資産額 (千円) 1,590,361 1,540,132

差額の主な内訳

 少数株主持分 (千円) 491,047 463,285

普通株式の発行済株式数 (千株) 36,733 36,733

普通株式の自己株式数 (千株) 50 48

１株当たりの純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数

(千株) 36,682 36,684

― 26 ―



 
(注)1．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

2．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎 

 
  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

２．１株当たり四半期純利益(純損失)及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

項目

前第３四半期
連結累計期間 
(自 平成20年 
   ４月１日 
至 平成20年 

    12月31日)

当第３四半期
連結累計期間 
(自 平成21年 
   ４月１日 
至 平成21年 
    12月31日)

前第３四半期 
連結会計期間 
(自 平成20年 
   10月１日 
至 平成20年 

    12月31日)

当第３四半期
連結会計期間 
(自 平成21年 
   10月１日 
至 平成21年 
    12月31日)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△） 0円25銭 0円 98銭 △0円11銭 0円60銭

項目

前第３四半期
連結累計期間
(自 平成20年
   ４月１日 
至 平成20年 

    12月31日)

当第３四半期
連結累計期間
(自 平成21年
   ４月１日 
至 平成21年 

    12月31日)

前第３四半期 
連結会計期間 
(自 平成20年 
   10月１日 
至 平成20年 

    12月31日)

当第３四半期
連結会計期間
(自 平成21年
   10月１日 
至 平成21年 
    12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利
益又は四半期純損失(△)

(千円) 9,063 35,791 △ 3,859 22,163

普通株式に係る四半期純利益 
又は四半期純損失(△)

(千円) 9,063 35,791 △ 3,859 22,163

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 36,690 36,683 36,687 36,683

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年２月13日

日本製麻株式会社 

取締役会 御中 

 

 

 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本製麻株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本製麻株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、第１

四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企

業会計基準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告18号）を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

なぎさ監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士  山   根    武    夫  印

代表社員
業務執行社員

公認会計士  西   井  博    生   印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



  

平成22年２月12日

日本製麻株式会社 

取締役会 御中 

 

 

 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本製麻株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本製麻株式会社及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

なぎさ監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士  山   根    武    夫  印

代表社員
業務執行社員

公認会計士  西   井  博    生   印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



 
  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 北陸財務局長

【提出日】 平成22年２月12日

【会社名】 日本製麻株式会社

【英訳名】 THE NIHON SEIMA CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 中 本 広太郎

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役管理本部兼経理部長 池 田 明 穂

【本店の所在の場所】 富山県砺波市三島町11番18号

本社事務取扱場所 兵庫県神戸市中央区海岸通８番

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

日本製麻株式会社神戸本部

 (兵庫県神戸市中央区海岸通８番)



当社代表取締役社長中本広太郎及び当社最高財務責任者取締役管理本部兼経理部長池田明穂は、当社の

第82期第３四半期(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品

取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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